
 

 

 ポポポジジジテテティィィブブブ・・・アアアクククシシショョョンンンとととははは？？？   
 

男女均等に人材育成、人事考課などを行ってい

ても、固定的な男女の役割分担意識や過去の経緯

から、営業職に女性がほとんどいない、課長以上

の管理職は男性が大半を占めているなど、事実上

の格差が生じている場合があります。「男女雇用

機会均等法」上の性差別を禁止した規定を遵守す

るだけではこうした格差は解消できません。 

ポジティブ・アクションは単に女性を「優遇」

するためのものではなく、こうした状況を是正す

るための取組全般を指します。 
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第１章  調 査 の 概 要 

 

 

１ 調査の目的 

本調査は、女性の活躍推進状況について、香川県内に拠点を置く企業の雇用管理（配置、昇

進、活躍推進などの状況）の実態を把握することを目的とする。 

併せて、育児休業取得状況及び子育てサポート企業認定マーク「くるみん」についての把握

を行った。 

 

２ 調査の範囲及び対象 

香川県内に拠点（本社等）を有し、常用労働者を２０人程度以上雇用している民間企業のう

ちから抽出した１，０９１企業。 

産業は日本標準産業分類により掲げるものとしているが、取りまとめは便宜上、「建設」、「製

造」、「運輸」、「卸売・小売」、「金融・保険」、「飲食店・宿泊」、「医療・福祉」、「サービス」及

び「その他」とした。 

 

３ 調査事項 

（１）企業の属性に関する事項 

①業種 

②従業員数（非正規含む） 

③②のうち女性の割合 

（２）女性の活躍推進（ポジティブ・アクション）に関する事項 

①配置状況 

②昇進状況・・・役職別登用（女性の内訳を含む）、女性の役職が少ない又はいない理由 

③女性の活躍推進に係る問題点 

④ポジティブ・アクション取組状況 

（３）その他に関する事項 

①育児休業取得状況（過去３年間） 

②子育てサポート企業認定マーク「くるみん」の認知度等の状況 

 

４ 調査の実施期間 

 第２９回男女雇用機会均等月間に合わせ、平成２６年６月１日現在の状況について、同年６

月１日から６月３０日までとした。 

 

５ 調査の方法 

 厚生労働省香川労働局雇用均等室から、調査票を対象企業に対して郵送した。また回収は、

調査対象企業において記入した後、同室あてにＦＡＸにより行った。 

 

６ 有効回答数及び有効回答率  

①有効回答数  ３５９ 

②有効回答率  ３２．９％ 
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７ その他の参考とした調査   

（１）「平成２３年度雇用均等基本調査」（厚生労働省雇用均等・児童家庭局）   

①調査の種類・・・企業調査 

②調査対象数・・・常用労働者１０人以上を雇用している民営企業のうちから産業・規模別

に層化して抽出した５,９０６企業（岩手、宮城、福島の各県を除く全国） 

③有効回答数・・・３,８５９ 

④有効回答率・・・６５.３％ 

⑤本調査との比較対象・・・「第１０表 女性の活躍を推進する上での問題点別企業割合」 

 

（２）「平成２５年度雇用均等基本調査（確報版）」（厚生労働省雇用均等・児童家庭局） 

①調査の種類・・・企業調査 

②調査対象数・・・常用労働者１０人以上を雇用している民営企業のうちから産業・規模別

に層化して抽出した６，１１５企業（全国） 

③有効回答数・・・３,８７４ 

④有効回答率・・・６３．４％ 

⑤本調査との比較対象・・・「第１表 役職別女性管理職を有する企業割合」、「第２表 役職

別女性管理職割合」、「第３表 女性管理職が少ないあるいは全くいない理

由別企業割合」、「第４表 ポジティブ・アクションの取組状況別企業割合」 
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第２章  調 査 結 果 の 概 要 

 

 

１ 回答企業の属性 

① 回答企業３５９社を業種別に割合をみると、「製造」が２９．８％を占め、次いで「医療・

福祉」が２０．１％、「卸売・小売」が１３．６％となっている。【図１】 

また、規模別の割合では、「３０～９９人」が４１．８％を占め、次いで「１００～２９９人」

が３４．０％、「３０人未満」が１４．２％となっている。【図２】 

② 全従業員数のうち、女性の割合は、「１０％台」が最も高く１４．２％、「１０％未満」が１

２．８％、以下、「６０％台」及び「７０％台」が９．５％、「２０％台」が７．５％などとな

っている。これを業種別にみると、「飲食店・宿泊」では「５０％台」が、「サービス」では「６

０％台」が、「医療・福祉」では「７０％台」の割合で高くなっている。【図３】 
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２ 配置状況 

① 性別による配置状況をみると、男性のみ、女性のみの配置が「ある」とする企業は全体で４

０．７％となっている。これを業種別にみると、「飲食店・宿泊」が６６．７％と最も高く、

次いで「建設」が５５．６％、「製造」が４９．５％となっている。また、規模別では「３０

人未満」が５８．８％と最も高く、「１，０００人以上」が１０．０％と最も低い。【図４、図

５】 

② 男性のみ、女性のみの配置となっている主要業務を性別でみると、男性では「営業・渉外」

が２８．７％と最も高く、次いで「製造・生産」が２１．８％、「現場」が１９．８％である

のに対し、女性では「人事・総務・経理」が２０．４％と最も高く、次いで「介護・福祉」が

１６．３％、「販売・サービス・接客」が１４．３％と、男女別で業務の違いがみられる。【図

６、図７】 

③ 男性のみ、女性のみの配置となっている主な理由としては、「たまたまそのような配置にな

っている」が３７．２％と最も高く、次いで「該当者がいない」が１８．６％である。【図８】 

なお、「その他」としては、危険物・重量物を扱う業務であることや、応募がないこと、顧

客が嫌がることなどがある。 

 

  

 

 

  



- 6 - 
 

３ 昇進状況 

（１）女性の役職を有する企業割合 

① 役職については、「役員」、「部長（次長含）相当職」、「課長相当職」、「課長代理相当職」、「係

長（主任含）相当職」及び「その他の管理職」に振り分けたところ、何らかの役職に女性が就

いている企業の割合（以下「役職全体の割合」という。）は８２．２％となっており、業種別

では「金融・保険」が１００％と最も高く、次いで「医療・福祉」が９４．４％、「飲食店・

宿泊」が９１．７％となっている。このほか業種別では「卸売・小売」、「金融・保険」、「飲食

店・宿泊」、「医療・福祉」及び「その他」が、規模別では「１００～２９９人」、「３００～９

９９人」及び「１，０００人以上」が役職全体の割合（８２．２％）を上回っている。【図９、

表１、表２】 

  また、役職全体の割合を全国数値（５９．２％）と比較すると、２３．０ポイントと大きく

上回っているほか、「役員」、「部長（次長含）相当職」、「課長相当職」及び「係長（主任含）

相当職」の主要役職（以下「主要役職」という。）の全てにおいて全国数値を上回っており、

特に「係長（主任含）相当職」は３０．６ポイント上回っている。【図１０】 

② 各役職に占める女性の割合をみると、役職全体の割合は１５．４％と全国平均の１０．８％

を４．６ポイント上回っている。（参考：３０人以上で比較すると、全体の割合は１５．１％

と全国数値の９．０％を６．１ポイント上回っている。）業種別では全ての役職で「医療・福

祉」の割合が高い。規模別では「部長（次長含）相当職」以外で「３０人未満」の割合が高く、

主要役職では「１，０００人以上」の割合が低い。【表３、表４】 

※＜参照＞ 平成２５年度雇用均等基本調査において、係長相当職以上の管理職全体に占める割合は１０．８％（常用

労働者１０人以上）、９．０％（常用労働者３０人以上）。 

 

（２）課長以上の女性管理職の割合 

① 役職のうち「役員」、「部長（次長含）相当職」及び「課長相当職」（以下「課長以上の女性

管理職」という。）がいる割合は企業全体で６１．０％となっており、課長以上の女性管理職

の割合を全国数値（５１．４％）と比較すると、９．６ポイント上回っている。業種別にみる

と「医療・福祉」が８０．６％と最も高く、次いで「その他」が７６．９％となっている。こ

のほか業種別では「医療・福祉」、「サービス」及び「その他」が、規模別では「３０～９９人」

及び「３００～９９９人」が課長以上の女性管理職の割合（６１．０％）を上回っている。【図

９、図１０、表１、表２】 

  また、課長以上の女性管理職が０％（＝課長以上の管理職全員が男性）である企業割合は３

５．７％となっている。一方で１００％（＝課長以上の管理職全員が女性）となっている企業

割合は僅かに１．１％である。【図１１】 

② 課長以上の女性管理職の割合をみると、全体の割合は１０．０％と全国数値の９．１％を０．

９ポイント上回っている。（参考：３０人以上で比較すると、全体の割合は９．５％と全国数

値の６．６％を２．９ポイント上回っている。）業種別では「医療・福祉」が４０．８％と最

も高く、次いで「飲食店・宿泊」が１３．３％となっている。規模別では最も高いのが「３０

人未満」の２２．１％、最も低いのが「１，０００人以上」の４．０％である。【表３、表４】 

※＜参照＞ 雇用均等基本調査において、課長相当職以上の管理職全体に占める割合は９．１％（常用労働者１０人以

上）、６．６％（常用労働者３０人以上）。 
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※注 図１０の全国数値（雇用均等基本調査）は、常用労働者数１０人以上の集計値。役職は「課長相当職以上（役員含む）」、「係

長相当職以上（役員含む）」、「係長相当職」、「課長相当職」、「部長相当職」及び「役員」と対比。 

 

 

表１ 女性役職を有する企業割合（業種別） 

建設 製造 運輸 卸売・小売 金融・保険 飲食店・宿泊 医療・福祉 サービス その他 全体
役員 25.9% 46.7% 26.3% 32.7% 12.5% 25.0% 56.9% 38.5% 50.0% 42.1%
部長（次長含） 7.4% 7.5% 5.3% 14.3% 25.0% 16.7% 37.5% 5.1% 26.9% 16.2%
課長 22.2% 18.7% 5.3% 22.4% 50.0% 50.0% 54.2% 38.5% 42.3% 31.5%
課長代理 3.7% 5.6% 21.1% 16.3% 62.5% 33.3% 20.8% 15.4% 23.1% 15.3%
係長（主任含） 48.1% 40.2% 31.6% 55.1% 100.0% 66.7% 70.8% 46.2% 50.0% 52.1%
その他の管理職 0.0% 13.1% 0.0% 2.0% 0.0% 0.0% 23.6% 10.3% 15.4% 11.1%

役職全体 70.4% 77.6% 57.9% 83.7% 100.0% 91.7% 94.4% 82.1% 84.6% 82.2%

課長以上 48.1% 57.9% 31.6% 51.0% 50.0% 58.3% 80.6% 61.5% 76.9% 61.0%  

表２ 女性役職を有する企業割合（規模別） 

30人未満 30～99人 100～299人 300～999人 1 ,000人以上 全体
役員 49.0% 46.0% 37.7% 37.5% 10.0% 42.1%
部長（次長含） 7.8% 10.0% 22.1% 45.8% 10.0% 16.2%
課長 25.5% 25.3% 35.2% 50.0% 60.0% 31.5%
課長代理 5.9% 10.7% 18.0% 33.3% 50.0% 15.3%
係長（主任含） 27.5% 42.7% 63.9% 83.3% 100.0% 52.1%
その他の管理職 7.8% 12.0% 12.3% 8.3% 10.0% 11.1%

役職全体 74.5% 80.7% 82.8% 95.8% 100.0% 82.2%

課長以上 60.8% 62.0% 54.9% 83.3% 60.0% 61.0%  
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表３ 各役職に占める女性の割合（業種別） 

建設 製造 運輸 卸売・小売 金融・保険 飲食店・宿泊 医療・福祉 サービス その他 全体
役員 6.9% 16.5% 10.3% 14.5% 1.2% 10.8% 31.4% 15.1% 12.7% 16.7%
部長（次長含） 0.7% 1.7% 2.7% 3.8% 3.7% 16.1% 29.9% 1.0% 9.2% 5.5%
課長 1.6% 3.9% 2.4% 7.7% 11.6% 13.3% 60.5% 8.9% 4.1% 10.0%
課長代理 0.4% 6.5% 7.0% 6.3% 33.4% 28.6% 72.9% 25.0% 16.7% 19.4%
係長（主任含） 8.9% 12.0% 15.2% 16.6% 48.0% 30.4% 70.5% 14.8% 12.7% 19.6%
その他の管理職 0.0% 17.4% 0.0% 1.3% 0.0% 0.0% 62.8% 46.5% 21.6% 25.0%

役職全体 5.0% 9.6% 8.1% 10.6% 22.7% 21.0% 54.3% 12.9% 10.6% 15.4%

課長以上 2.0% 6.6% 5.5% 7.8% 7.6% 13.3% 40.8% 7.9% 6.1% 10.0%

15.1%

9.5%

役職全体(30人以上)

課長以上(30人以上)  

表４ 各役職に占める女性の割合（規模別） 

30人未満 30～99人 100～299人 300～999人 1 ,000人以上 全体
役員 25.0% 22.4% 14.0% 8.8% 1.5% 16.7%
部長（次長含） 10.0% 6.3% 5.5% 13.2% 1.7% 5.5%
課長 26.0% 15.3% 10.9% 16.0% 5.4% 10.0%
課長代理 42.9% 17.2% 8.8% 29.2% 21.1% 19.4%
係長（主任含） 30.4% 27.3% 21.9% 24.6% 13.6% 19.6%
その他の管理職 51.6% 37.1% 21.3% 5.9% 33.3% 25.0%

役職全体 26.7% 21.0% 15.2% 20.1% 10.7% 15.4%

課長以上 22.1% 16.2% 10.0% 13.9% 4.0% 10.0%  

※注 表１～４共通 赤字：最も高い割合、茶字：主要役職、黄塗：全体割合を上回っている割合。 

 

（３）女性の役職が少ないあるいは全くいない理由 

   女性の役職が少ない（１割未満）あるいは全くない役職区分が１つでもある企業についてそ

の理由（複数回答）をみると、「必要な知識や経験、判断力等を有する女性がいない」が５０．

０％で最も高く、全国数値と比較しても２．３ポイント高い。２番目に高いのは「将来就く可

能性のある女性はいるが、現在、役職に就くための在職年数を満たしているものはない」が３

０．９％で、全国数値の１４．２％を大きく上回っている。また、３番目に高い「女性が希望

しない」は２２．１％と、全国数値を僅かに０．５ポイント下回っている。【図１２】 

   なお、「その他」としては、女性の従業員（正社員）が少ないことや、役職に就けると退職

すること、慣習になっていることなどがある。 

※注 図１２の全国数値（雇用均等基本調査）は、常用労働者数１０人以上の集計値。 
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４ ポジティブ・アクション（女性の活躍推進）状況 

（１）女性の活躍を推進する上での問題点 

   女性の活躍を推進する上での問題点（複数回答）をみると、「家庭責任を考慮する必要があ

る」が５４．４％と、全国数値より６．７ポイント高い。次いで「時間外労働、深夜業をさせ

にくい」が２９．２％、「女性の勤務年数が平均的に短い」が２４．１％となっているが、こ

れらは全国数値よりいずれも５．１ポイント低くなっている。このほか問題点を「特になし」

とする割合は２２．４％となっている。【図１３】 

なお、「その他」としては、役員の認識やサポート体制がないことや、女性労働者の職務能

力や経営参画の意識が乏しいこと、海外出張に行かせにくいことなどがある。 

 

 ※注 図１３の全国数値（雇用均等基本調査）は、常用労働者数１０人以上の集計値。 

 

（２）女性の活躍推進の取組状況 

   男女労働者間に事実上生じている格差の解消に向けた企業の自主的かつ積極的な取組（ポジ

ティブ・アクション）について、「取り組んでいることがある」企業割合は４０．７％となっ

ており、全国数値（１６．９％）と比較すると、２３．８ポイントと大きく上回っている。ま

た、「取り組んでいることがある」と「取り組む予定がある」（８．１％）を合わせると「特に

取り組んでいない」企業割合（４７．６％）を僅かに１．２ポイント上回っている。 

「取り組んでいることがある」企業割合を業種別にみると、「金融・保険」が６２．５％と

最も高く、次いで「運輸」が５２．６％、「医療・福祉」が４７．２％となっている。 

「取り組んでいることがある」企業割合を規模別にみると、「１，０００人以上」が７０．

０％と最も高く、「３０人未満」が３３．３％で最も低い。この傾向は全国数値も同様となっ

ている。【図１４、図１５】 
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※注 図１４、図１５の全国数値（雇用均等基本調査）は、常用労働者数１０人以上の集計値。業種は「建設業」、「製造業」、「運

輸業・郵便業」、「卸売業・小売業」、「金融業・保険業」、「宿泊業・飲食サービス業」、「医療福祉」。 

 

（３）女性の活躍推進の取組内容 

   女性の活躍を推進するために「取り組んでいることがある」企業における取組内容（複数回

答）をみると、「職場環境・風土の改善」とした企業が４５．２％と最も高く、次いで「女性

の管理職登用」が４０．４％、「女性の採用拡大」が２４．０％となっている。【図１６】 

取組内容について、それぞれ割合が比較的高い業種別にみると、「体制整備・現状分析」は

「卸売・小売」及び「その他」、「女性の採用拡大」は「卸売・小売」及び「サービス」、「女性

の職域拡大」は「運輸」及び「卸売・小売」、「女性の管理職登用」は「金融・保険」及び「飲

食店・宿泊」、「職場環境・風土の改善」は「建設」及び「医療・福祉」となっている。【表５】 
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表５ 女性の活躍促進に取り組んでいる内容別企業割合（業種別） 

建設 製造 運輸 卸売・小売 金融・保険 飲食店・宿泊 医療・福祉 サービス その他 全体
体制整備 20.0% 5.1% 20.0% 25.0% 20.0% 0.0% 17.6% 7.7% 30.8% 15.8%
採用拡大 10.0% 28.2% 20.0% 35.0% 0.0% 0.0% 11.8% 46.2% 30.8% 24.0%
職域拡大 10.0% 25.6% 50.0% 35.0% 20.0% 0.0% 2.9% 7.7% 7.7% 18.5%
管理職登用 30.0% 33.3% 40.0% 30.0% 80.0% 100.0% 50.0% 38.5% 38.5% 40.4%
職場環境 70.0% 38.5% 20.0% 45.0% 40.0% 0.0% 64.7% 38.5% 30.8% 45.2%
その他 0.0% 7.7% 0.0% 5.0% 0.0% 0.0% 8.8% 30.8% 15.4% 8.9%  

 

 

５ 育児休業制度の利用状況 

（１）育児休業者割合 

 ① 調査時点（平成２６年６月１日）以前３年間（以下「過去３年間」という。）で性別を問わ

ず育児休業者がいるとした企業割合は６３．２％である。これを業種別にみると、「医療・福

祉」が９４．４％と最も高く、次いで「金融・保険」の７５．０％、「その他」が６９．２％

となっている。また、規模別にみると、規模が大きくなるほど育児休業者がいるとした企業割

合が高くなっている。【図１７、図１８、図１９】 

 ② 育児休業取得者を男女別にみると、過去３年間で育児休業を取得した企業割合は男性が６．

６％、女性が８２．７％である。また、男女比では１．９％：９８．１％と圧倒的に女性の取

得割合が高い。【図２０、図２１】 

   このほか、男女ともに育児休業を取得した企業割合は７．０％である。 
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（２）育児休業取得者がいない理由 

   過去３年間で育児休業取得者がいない企業についてその理由（複数回答）をみると、「育休

対象となる子供がいない」が６６．７％で最も高く、次いで「配偶者が専業主婦（夫）又は配

偶者が育休を取得する」の１９．７％となっている。【図２２】 

なお、「その他」としては、希望者がいないことや、育休中に代わりに仕事をしてもらえる

者がいないこと、取得しにくい雰囲気などがある。 

 

 

 

 

６ 子育てサポート企業認定マーク「くるみん」の認知度等の状況 

① 次世代育成支援対策推進法に基づく子育てサポート企業の認定マーク「くるみん」を「知っ

ている」とする企業割合は６４．３％で「知らない」の３３．７％を大きく上回っている。ま

た意向については「わからない」とする企業割合が４６．０％と最も高い。【図２３、図２４】 

  なお、「取得するつもりはない」又は「わからない」と回答した理由として、必要性を感じな

い、メリット（効果）が不明、認定基準の対象となる従業員がいない、認定基準が不明、認定

基準が厳しいなどとなっている。 
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第３章  調 査 票 

 

ポジティブ・アクション等に関する雇用管理アンケート 
        平成２６年６月１日現在で記入して下さい。 

（１．該当する□に✓点を付してください。２．( )に該当がある場合はその旨を記載してください。） 

貴社に関する事項について 

企業･法人名            (匿名も可) 回答者所属・氏名(連絡先)         (匿名の場合不要) 

【業種】  

 □建設 □製造 □電気・ガス・水道 □情報通信 □運輸 □卸売・小売 □金融・保険 □不動産 

 □飲食店・宿泊 □医療・福祉 □教育・学習支援 □サービス □その他（           ） 

【従業員数】（非正規含む） 

 全従業員数 □30人未満 □30～99 人 □100～299 人 □300～999 人 □1,000 人以上 

  うち女性 □10%未満 □10%台 □20%台 □30%台 □40%台 □50%台 □60%台 □70%台 □80%台 □90%以上 

雇用管理について 

１ 「男性のみ」又は「女性のみ」となっている主要職務を行う部署（例：営業、販売、製造、現場、

総務、企画）はありますか？あると回答した場合、男女別、部署及び理由もお答えください。 

  □ある （□男性のみ  □女性のみ） （主要職務の部署           ） 

   □たまたまそのような配置になっている 

   □従来の配置のままである 

   □該当者がいない 

   □資格を持った者がいない 

   □その他（                                       ） 

  □ない   

２（１）係長以上の役職及び女性の役職は何人いますか？ 

登用状況 

役職 

役職に就いている 

人数（男女計） 

  

う ち 女 性 

役 員   

部長(次長含)相当職   

課 長 相 当 職   

課長代理相当職   

係長(主任含)相当職   

その他の管理職   

（２）（１）で、女性の役職が少ない（１割未満）あるいは全くない役職区分が１つでもある場合、

それはどのような理由からですか？（複数回答可） 

  □必要な知識や経験、判断力等を有する女性がいない 

  □将来就く可能性のある女性はいるが、現在、役職に就くための在職年数を満たしているものはない 

  □勤続年数が短く、役職者になるまでに退職する 

  □時間外労働が多い、又は深夜業がある 

  □出張、全国転勤がある 

  □顧客が女性管理職をいやがる 

  □家庭責任があるので責任ある仕事に就けられない 

  □仕事がハードで女性には無理である 

  □女性が希望しない 

  □上司・同僚・部下となる男性が、女性管理職を希望しない 

  □その他（                                   ） 
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３ 女性の活躍を推進する上で、どのような問題がありますか？（複数回答可） 

    □家庭責任を考慮する必要がある 

    □女性の勤務年数が平均的に短い 

    □重量物の取扱いや危険有害業務について法制上に制約がある 

   □一般的に女性は職業意識が低い 

   □時間外労働、深夜業をさせにくい 

   □顧客や取引先を含め社会一般の理解が不十分である 

   □中間管理職の男性や同僚の男性の認識、理解が不十分である 

   □女性のための就業環境の整備にコストがかかる 

   □女性の使い方がわからない 

   □その他(                                      ) 

   □特になし 

４ 女性の活躍を推進するために特に取り組んでいることはありますか？取り組んでいることがあると

回答した場合、その内容についてもお答えください。（複数回答可） 

   □取り組んでいることがある 

    □体制整備・現状分析(例：担当者選任､女性の能力発揮状況等の問題点の調査・分析の実施） 

    □女性の採用拡大(例：数値目標設定､公正選考マニュアル作成､採用条件見直し､女性選考担当設置) 

    □女性の職域拡大(例：数値目標設定､自己申告制度・社内公募制度導入､配置する女性の教育訓練) 

□女性の管理職登用(例：数値目標設定､研修への女性参加奨励､人事考課基準の明確化､評価者研修) 

□職場環境・風土の改善(例：女性の責任感・意欲向上のための配慮､女性労働者定着を促す配慮) 

□その他（                                    ） 

   □取り組む予定がある 

   □特に取り組んでいない 

５ 育児・介護休業についてお聞きします。 

（１） 過去３年間に育児休業取得者はいますか？□いる（男性  人・女性  人） 

□いない 

（２）（１）で、育児休業取得者がいないのはどのような理由からですか？（複数回答可） 

 □育休対象となる子供がいない 

 □収入がなくなる（少なくなる） 

 □配偶者が専業主婦（夫）又は配偶者が育休を取得する 

 □取得すると仕事が滞る 

 □その他（                                     ） 

６ 子育てサポート企業「くるみん」マーク（右下のマーク）についてお聞きします。 

（１）このマークを知っていますか？           □知っている □知らない  

（２）「子育てサポート企業」として認定を受ければこのマークをＨＰや広告等に表示することが可

能となり、企業内外にＰＲができるほか、税制優遇を受けられる場合があります。認定マークを

取得する意向はありますか？（認定を受けるためには法に基づく一定の基準を満たす必要があり

ます。） 

   □取得したい  □取得するつもりはない  □わからない  □既に取得済み  

（３）（２）で「取得するつもりはない」「わからない」にチェックしたのはどのような理由からで

すか？ 

（                                        ） 

 

下記ＦＡＸ番号に６月３０日（月）までに送信してください。ご協力いただきありがとうございました。 

                                                                                               

                                                              

香川労働局雇用均等室 

ＦＡＸ：０８７－８１１－８９３５ 
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